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星 が 丘 地 区 防 災 計 画 

総 則 

応急対策計画(地震・風水害) 

災 害 予 防 計 画 

第１章 地区防災計画の方針 
 

１ 目  的 

東日本大震災をはじめ、これまでの多くの災害の教訓からも、大規模災害の発災直後に

は、消防や各行政機関など、「公助」による対応には限界があるため、自らの身は自ら守

る「自助」、自分たちのまちは自分たちで守る「共助」の考え方を基本に、発災時に市民

や地区自らが対応できる体制をつくることが重要である。 

このため、地区の現状に応じて、大地震や風水害など様々な災害の危険性を考慮しなが

ら、地区における防災力を高めることを目的とする。 

 

２ 地区防災計画の構成及び組織編成 

星が丘地区防災計画は、総則、災害予防計画、応急対策計画(地震・風水害)で構成する。 

地区防災計画のもととなる組織は、地区に密着した活動が不可欠なため、自治会等を母

体とした単位自主防災組織とし、また、地区としての連絡体制や協力体制を確保し、災害

発生時の応急活動を迅速かつ効果的に行うため、地区連合自治会を単位とした連合自主防

災組織とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計 画 の 構 成 
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３ 実施主体 

  次に掲げる者は、この計画に基づき、地区における災害対策の促進、災害に強い地区づ

くりの推進等を主体的に実施することとする。 

（１）星が丘地区に居住する者 

（２）星が丘地区に通勤・通学する者 

（３）星が丘地区で事業を行う事業者 

 

４ 計画の修正 

  この計画は、必要があるときはこれを修正する。 

 

避難所運営班 

情 報 連 絡 班 

防災専門員 

防災部長 

初 期 消 火 班 

救出・救護班 

自主防災隊長 

副隊長 
避 難 誘 導 班 

給食・給水班 

地区連合自主 

防災隊長 

副 隊 長 

 

単位自主防災組織 

自主防災隊長 各 班 

自主防災隊長 各 班 

地区連合自主防災組織 

    は防災リーダー 

災害時要援護者支援班 

組織編成イメージ図 

※計画の修正(見直し)基本方針 

 ・計画内容に影響のない修正(誤字、脱字等や法令等の引用条文)については、市が修

正を行い、まちづくり会議等に報告をすることとする。 

 ・計画内容に変更を伴う修正については、計画策定組織に準じた構成員により、検討・

調整を行い、まちづくり会議等に報告をすることとする。 
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第２章 自助・共助の基本及び地区居住者等の役割 
 

１ 地区居住者の役割 

（１）「自らの身は自ら守る(自助)」及び「自分たちのまちは自分たちで守る(共助)」とい

う意識を持ち、防災訓練など地区の防災活動に積極的に参加し、各個人、事業所、自主

防災組織等の防災行動力の向上及び相互協力関係の強化、災害時の連絡体制の整備、ル

ールづくりをすすめ、災害に強い居住者と地区を形成する。 

（２）常に災害に対する備えを怠らず、住居や所有若しくは使用する建造物等の安全性を確

保するとともに、非常時に対する少なくとも最低３日分以上の食料、飲料水、生活必需

品等の備蓄、非常持出し品の準備など「自助」の取組を実施する。 

また、過去の災害の教訓を伝承し、災害時には自らの情報を発信する。 

（３）災害時には、共助の視点の下、地区とりわけ近隣世帯、いわゆる「隣近所」が相互に

協力して助け合い、情報の把握、出火の防止、初期消火、救出・救護等に努めるととも

に、避難するに当たっては、災害時要援護者の支援を行い、冷静かつ積極的に行動する。 

（４）自主防災組織へ参加し、体制等の整備、教育訓練に協力するとともに、災害時には地

区の住民・事業者と連携して各種活動を円滑に実施するよう「共助」の取組を実施する。 

（５）その他、市及び各防災関係機関の行う防災対策活動に協力する。 

 

２ 自主防災組織の役割 

（１）日ごろから、地区内の危険箇所、避難経路、災害時要援護者等の状況等を把握し、地

区内の防災に係る方針の策定支援や防災マップ、防災活動用資機材の整備、点検を実施

する。 

（２）組織の班編成や活動内容を明確にしておき、組織員の教育訓練を推進するとともに、

地区住民の参加及び地区内事業者との連携の促進等、地区全体の防災力を向上させる取

組を実施する。 

（３）災害時には、情報の収集・伝達、救出・救護、消火、避難誘導、避難所の運営協力、

災害時要援護者の支援等を実施する。 
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３ 事業者の役割 

（１）日ごろから、次に掲げる事項等について、その積極的な実施に努める。 

ア 管理する施設及び設備の耐震性の確保 

イ 発災時における従業員等の一斉帰宅抑制のための食料及び飲料水等の備蓄(３日分

以上) 

ウ 初期消火、救出・救護等のための資機材の整備 

エ 従業員の安否確認及び従業員と家族の連絡手段の確保 

オ 従業員の防災訓練や防災に関する研修 

（２）災害対策の責任者を定め、災害時における従業員のとるべき行動を明確にし、地区住

民及び自主防災組織と連携して、地区における防災活動に参加する等、地区の共助に取

り組むよう努める。 

（３）災害時には、行政、地区住民及び自主防災組織と連携して、情報の収集及び伝達、消

火、救出・救護、避難誘導、帰宅困難者対策等を積極的に行うよう努める。 

 

４ 高層共同住宅管理者等の役割 

（１）日ごろから、建物及び設備の耐震性の確保及び維持に努める。 

（２）地震等によるエレベーター、電気、ガス及び上下水道等の停止を想定した、居住者の

生活支障対策用設備及び資機材並びに共同住宅内の自主防災体制の整備に努める。 

（３）周辺住民や自主防災組織との連携強化に努める。 

（４）災害時には、居住者等の防災活動を統括するとともに、高層階居住者等の生活支障対

策を実施するよう努める。 
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第３章 地区の概要 
 

１ 自然的条件 

（１）特徴 

  台地(上段)にあり、地区の西端は段丘崖である。幹線道沿いを除いてほとんどが住宅地

であり、その中には低く窪んでいるところがある。 

２ 社会的条件 

（１）人口 

星が丘地区の人口は１７，７５８人(住民基本台帳Ｈ２７．１)である。 

年齢別では、年少人口(１５歳未満)が１２．９％、生産年齢人口(１５歳以上６５歳未

満)が６２．９％、老齢人口(６５歳以上)が２４．２％となっている。このうち、外国人

の登録人口は２０５人であり、地区人口の１．２％を占める。(住民基本台帳Ｈ２７．１) 

(なお、平成２２年国勢調査における市内の昼夜間人口比は８７．９％で、昼間人口は

夜間人口よりも１割以上少ない。) 

（２）交通 

  地区の南端に走る県道相模原大蔵町をはじめ、市道市役所前通、市道下九沢淵野辺、市

道村富星が丘、市道横山田中及び市道横山鹿沼と言った幹線道路が多く存在し、これらの

道路は幅員が広く延焼遮断帯及び避難路として有効である。 

  また、生活道路は概ね幅員４ｍ以上が確保されている。 

（３）地区内の建築物構成 

  幹線道路沿いを除いてほとんどが住宅地であり、戸建て住宅が多い。 

地区内の建物の４分の３を木造建築物が占めており、そのうちの約４割が新耐震基準を

満たしていない古い木造建築物である。 

 

※ 新耐震基準･･･建築基準法に定められる設計基準のひとつであり、昭和５６年６月

１日以降に建築確認を受けた建物に対して適用されているもの。 
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第４章 防災アセスメント調査等による地区被害想定 
 

１ 地震による被害想定 

（１）想定地震と条件 

  想定地震と発生時刻等の条件は、次のとおりである。 

 

 

 

（２）建物被害 

  建物被害は次のとおりである。(冬１８時) 

 

想

定

地

震 

相模原市東部直下地震 本市の東部地域直下の地震(Ｍ７．１) 

相模原市西部直下地震 本市の西部地域直下の地震(Ｍ７．１) 

大正関東タイプ地震 相模トラフで発生するＭ８クラスの海溝型地震 

条

件 

季 節・時 刻 夏１２時、冬１８時、冬深夜２時の３ケース 

天     候 晴れ、風速３ｍ(本市の平均風速) 

想定地震 建物総数 全壊 焼失 
大規模 

半壊 
半壊 

東部直下地震 ４，０９３ ２２１ ３０ ０ ６６５ 

西部直下地震 ４，０９３ ８０ ３ ０ ４４７ 

大正関東 

タイプ地震 
４，０９３ ３６ ０ ０ ３０８ 
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（３）人的被害 

  単位：人 

 

２ 富士山の噴火による被害想定 

  富士山の大規模噴火時には２～３０ｃｍ程度の降灰が予測されており、その場合、道路

の通行不能をはじめ、停電や断水など重大な被害を受けることが想定される。 

 東部直下地震 西部直下地震 
大正関東 

タイプ地震 

冬２時 

死 者 １４ ５ ２ 

閉 込 者 ８６ ３２ １５ 

重 傷 者 １６ ６ ３ 

軽 傷 者 １０２ ６２ ４２ 

冬１８時 

避 難 者 当 日 ６８２ ２８４ １５３ 

避 難 者 １ 週 間 後 １，６５３ １，１０２ ８２０ 



 

 

 

 

 

 

 

 

２ 災害予防計画 
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第１章 災害に強い地区づくり 

 

１ 基本方針 

  震災時の火災や火災による延焼被害等を最小限にとどめるため、地区の現状に応じた災

害対策を促進し、生命と財産を守る災害に強い地区づくりを推進する。 

 

２ 自主防災組織の育成支援 

（１）星が丘地区は、地区防災活動の推進を図り、自治会等を中心とした自主防災組織の育

成を推進するとともに地区内の防災リーダーを支援する。その際、女性の参画の促進に

努めるものとする。 

（２）星が丘地区は、自主防災組織が、災害時に有効に活動できるよう組織の充実強化を図

るための訓練等を支援する。 

 

３ 自主防災組織の編成と各班の役割 

（１）単位自主防災組織 

   単位自主防災組織は、各自主防災組織の規模や活動の状況等に応じて編成することが

大切であり、円滑な防災活動を行えるよう、以下の基本的な方針に沿った組織づくりと

する。 

 

本  部 各班の総合調整、地域全体の防災活動の統率 

情報連絡班 情報の収集・伝達活動 

初期消火班 消火器等による初期消火活動 

救出・救護班 負傷者の救出・救護活動 

避難誘導班 住民の避難誘導活動 

避難所運営班 避難所の運営活動 

給食・給水班 炊き出し等給食・給水活動 

災害時要援護者支援班 災害時要援護者への支援活動 

 

 

 

隊長 
地区連合自主防災組織との連絡調整や防災訓練等の計画・実施、組

織内の情報伝達体制の整備 

副隊長 隊長の補佐 

防災部長 隊長の補佐及び防災活動に係る各班への専門的、技術的指導・指揮 
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【各班の平常時・災害時の役割】 

 平常時 災害時 

情報連絡班 
啓発活動、情報伝達訓練、連絡

様式の準備等を行う。 

被害情報等を収集し、地区連

合自主防災組織を通じて、市

の現地対策班に連絡するとと

もに、正しい情報を住民に伝

達する。 

初期消火班 

消火技術の習得や消火器等の

事前点検を行うとともに、地域

の事業所が持つ自衛消防隊と

の連絡体制の構築に努める。 

安全を確保しつつ、初期消火

活動を行い、火災の拡大を防

御する。 

救出・救護班 

救出方法、応急手当の方法、担

架搬送の要領等の技術を習得

する。 

周囲の人の協力を求め、負傷

者等の救出・救護活動を行

う。負傷者の応急手当と救護

所への搬送を行う。 

避難誘導班 
避難経路の安全チェック、危険

要素のチェックを行う。 

全員が安全に避難できるよう

に避難誘導を行う。避難者の

安全確保、安全確認を行う。 

避難所運営班 

避難所運営本部の立ち上げ及

び運営方法について訓練を行

う。 

施設管理者や避難所担当職員

と協力し、「避難所運営本

部」を立ち上げ、避難所の自

主的な運営を行う。 

給食・給水班 
炊き出し方法、給食の配分方

法、給水方法を習得する。 

給食・給水のルールをつく

り、秩序ある給食・給水活動

を行う。 

災害時要援護者支援班 
災害時要援護者の把握、支援方

法の確立に努める。 

関係団体や地域住民と協力し

て、災害時要援護者各人の要

望を親身になって聞き、要援

護者活動に取り組む。 
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（２）地区連合自主防災組織 

 

平常時 災害時 

隊長、副隊長や防災専門員は、協力・

連携し、情報の収集・伝達訓練、避難誘

導訓練、避難所運営訓練、炊き出し等給

食・給水訓練、災害時要援護者支援訓練

など、単位自主防災組織を超えた地域防

災訓練、イベント等の計画・実施を行

う。 

 隊長や防災専門員は、市や構成単位自

主防災組織との間に立ち、防災関連情報

等の連絡や防災訓練等に関する調整な

どを行う。 

 

災害時には、地区連合防災隊長や防災専

門員など、事前に決められた人員により、

本部を設置し、市(現地対策班)・単位自主

防災組織との間に立ち、情報のとりまと

め・伝達活動を行う。 

単位自主防災組織や避難所間の連絡・調

整をするとともに、被害の大きいところに

集中的な対応を行うなど、単位自主防災組

織を超えた効果的な災害対応を行う。 

なお、地区連合自主防災組織の本部は、

市の現地対策班とともに、星が丘公民館に

設置する。 

 

４ 出火防止及び初期消火対策 

（１）出火防止 

大地震時等においては、各所に同時多発的な出火が考えられ、道路、建物の損壊によ

る障害物などが重なると、消防力は大きく阻害される。また、強風、夜間といった悪条

件が加わると一層火災の拡大が懸念されることから、出火防止の徹底を図るため、各家

庭において、主として次の事項に重点を置いて点検整備する。 

ア 火気使用設備器具の整備及びその周辺の整理整頓状況 

イ 可燃性危険物品等の保管状況 

ウ 消火器等の消火資機材の整備状況 

エ 感震ブレーカー等の整備状況 

オ その他建物等の危険箇所の状況 

隊長 
防災に関わる市との連絡調整や地域防災訓練等の計画・実施、地

区連合自主防災組織間の連絡協力体制づくり 

副隊長 隊長の補佐 

防災専門員 隊長の補佐及び防災活動に係る専門的、技術的指導・指揮 
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（２）初期消火対策 

大地震発生時等には、火災の同時多発、消防車の通行不能等により、消防機関の活動

は通常の火災の場合よりも大幅に制限される。 

すべての住民が自宅や隣近所といった、ごく身近なところで初期消火活動を実践し、

火災の拡大を防御することが重要であるため、安全を確保しつつ、迅速に初期消火活動

を行い、火災の拡大を防御する。 

初期消火活動に備えるため、可搬式(小型)動力ポンプ、スタンドパイプセット等を各

自主防災隊に配備した。併せて、消火器、簡易消火器具等の各家庭への配備を促進する。 

 

５ 火災延焼対策 

甚大な人命被害をもたらす市街地大火や火災旋風など、大規模地震に伴う火災延焼を最

小限にとどめるために、感震ブレーカー等の設置を促進する。 

 

６ 災害危険の把握 

  災害予防に資するため、次のとおり地区固有の防災問題に関する把握を行う。 

  また、それらを記載した地図を作成し、地区内で情報共有する。 

（１）把握事項は、次のとおりとする。 

  ア 危険地域、区域等 

  イ 地区の防災施設、設備 

  ウ 過去の災害履歴、災害に関する伝承 

（２）把握の主な方法は、次のとおりとする。 

  ア 相模原市防災アセスメント調査 

  イ 相模原市地区別防災カルテ 

  ウ 相模原市ハザードマップ(浸水・土砂) 

  エ 地区内の踏査(防災まち歩き) 

 

７ 高層共同住宅等の災害対策 

  高層共同住宅の管理者は、敷地・建物内に防災備蓄スペース、防災対応トイレなど、ラ

イフラインが復旧するまでの間、居住者が自立生活できるための震災対策用設備等を確保

するよう努める。 
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第２章 災害に対する備え 
 

１ 基本方針 

  日ごろから災害に対する十分な備えを行うとともに、発災直後の迅速かつ効果的な対応

を図ることで被害を軽減する。 

 

２ 防災知識の普及・啓発 

地区住民の防災意識を高揚するため、次のとおり防災知識の普及・啓発を行う。 

（１）普及・啓発事項 

ア 防災組織及び防災計画に関すること。 

イ 地震、火災、水災等についての知識に関すること。 

ウ 各家庭における防災上の留意事項に関すること。 

エ 地震発災後７２時間における活動の重要性に関すること。 

オ その他防災に関すること。 

（２）普及・啓発の方法 

ア 広報誌、パンフレット、リーフレット、チラシ等の配布 

イ 講演会、座談会、映画上映会等の開催 

ウ パネル等の展示 

エ 防災地図等の作成 

 

３ 災害に備えた各家庭での取組 

  防災の日などの機会を捉えて、家族全員で、わが家の安全対策や避難の方法・緊急連絡

手段等の取り決めなどについて話し合う。 

また、非常持ち出し品や防災用具の点検や補充を日ごろから行う。 

 ＜家庭で取り組むべきことの例＞ 

○非常持ち出し品、非常備蓄品の確認 

 ・食料や飲料水、薬、携帯トイレ、燃料(カセットガス等)等 

 ・最低３日分以上、可能な限り１週間程度の備蓄を行う。 

(飲料水は、１人１日３リットルが目安） 

 例：停電した場合、食料は冷凍庫や冷蔵庫の中身の傷みやすいものから順に使い、次

に常温保存のできるものを使っていくことで、３日分以上が確保できる場合がある。 

 ・生活用水の確保を行う。 

  例：風呂の浴槽やバケツ等に貯めておいたことが役立った(阪神淡路大震災時) 

  ・その他の備蓄品 

例：阪神淡路大震災時等で役に立ったもの 

  ビニールシート、炭、紙皿・紙コップ、ラップ、軍手、スニーカーなど 
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○家の内外の安全確保 

 ・家屋の耐震性(新耐震基準については、Ｐ.５ 総則第３章地区の概要を参照) 

 ・家具の転倒防止(例：Ｌ型金具や転倒防止器具で固定するなど) 

 ・感震ブレーカー等の設置 

 ・ブロック塀の倒壊の可能性(高さ、基礎・鉄筋・控え壁の有無など) 

 など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○防災訓練への参加 

 ・自主防災組織等が主体的に行う防災訓練 

 ・行政が実施する防災訓練 

○家族が離れ離れになったときの連絡方法の確認 

 ・災害用伝言ダイヤル１７１ 

 ・携帯電話の災害用伝言板 

 

0 

 

 

 

 

 

 

 

 

○自分の住んでいる地域の避難場所の確認 

・家族全員で安全な経路を確認しながら、実際に歩いてみるなど 

※感震ブレーカー等の普及啓発用のちらし(内閣府)を加工して作成 

http://www.bousai.go.jp/jishin/syuto/denkikasaitaisaku/pdf/denkikasaitirashi.pdf 

☆感震ブレーカーの種類☆ 

※ウィルコムとイー・モバイルについては、2014 年 8 月に合
併し Y!mobileとなり、現在は㈱SoftBankがサービスを運営
している。（災害用伝言板については継続して利用可能） 

http://www.bousai.go.jp/jishin/syuto/denkikasaitaisaku/pdf/denkikasaitirashi.pdf
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４ 防災訓練の実施 

大地震等の災害の発生に備えて、情報の収集・伝達、初期消火、救出・救護、避難誘導、

災害時要援護者対策等が迅速かつ適切に行えるよう、次に掲げる事項により防災訓練を実

施する。 

（１）訓練の種類 

訓練の種類は、個別訓練、総合訓練、体験イベント型訓練及び図上訓練とする。 

（２）個別訓練の種類 

ア 情報収集・伝達訓練 

イ 消火訓練 

ウ 避難訓練 

エ 救出・救護訓練 

オ 給食・給水訓練 

カ クロスロード 

（３）総合訓練 

   総合訓練は、２以上の個別訓練について総合的に行うものとする。 

（４）体験イベント型訓練 

防災を意識せずに災害対応能力を高めるために行うものとする。 

（５）図上訓練(ＨＵＧ) 

実際の災害活動に備えるために行うものとする。 

（６）訓練実施計画 

   訓練の実施に際しては、その目的、実施要領等を明らかにした訓練実施計画を作成す

る。 

（７）訓練の時期及び回数 

   訓練は、原則として、総合訓練を年１回以上実施(ただし、相模原市等が行う訓練に

参加することで代えられるものとする。)し、個別訓練は随時実施する。 

 

５ 防災資機材等の点検・管理 

  防災資機材等の備蓄及び管理に関しては、次により行う。 

（１）配備計画 

   必要に応じて配備計画書を作成する。 

（２）定期点検 

   連合自主防災隊の総合防災訓練実施時期に合わせて、全資機材の点検を行う。 
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６ 災害時要援護者の把握、避難支援体制 

  災害時に、乳幼児、障がい者、高齢者等に対する適切な応急対応及び救援活動を行うた

め、日ごろから地区のコミュニティ形成や社会福祉活動に積極的に取り組み、備える。 

  なお、地区内における災害時要援護者への支援活動は「災害時たすけあい事業」に基づ

き、自治会長及び民生委員を中心とした支援組織(自主防災隊等)で行うこととする。 

（１）災害時要援護者名簿・マップ等の作成 

災害時に避難状況を把握するため災害時要援護者名簿・マップ等を作成し、行政、社

会福祉協議会、民生・児童委員、訪問介護員、ボランティア、自治会等と連絡を取り合

って定期的に更新する。 

（２）災害時要援護者の避難誘導、救出・救護方法等の検討 

  災害時要援護者に対する円滑な避難誘導、効果的な救出・救護活動等について予め検

討し、訓練等に反映させる。 

（３）災害時要援護者の避難支援 

市長から避難指示、避難勧告等が発令されたとき又は地区防災組織の会長等が避難の

必要があると認めたときは、会長等の避難支援開始の指示により、災害時要援護者を安

全に避難場所へ誘導する。また、視覚障がい者、聴覚障がい者及び外国人に対する災害

情報の提供に配慮する。 

（４）避難場所 

避難場所(風水害・特殊災害(大雪)) 運営(対応職員等) 

風水害時 

臨時避難場所 

自治会館等 地域住民(自治会等) 

公民館 
市の職員 

学校 

 

 

 

避難所 学校 
避難所運営協議会 

市の職員 

 

 

 

避難場所(地震災害時) 

一時避難場所 

広域避難場所(延焼火災時) 

 

ア 避難経路       必要に応じて避難経路図等を作成する。 

イ 一時避難場所     一時避難場所一覧参照 

自宅が被災するなど避難生活が必要となった場合 

自宅が被災するなど避難生活が必要となった場合 
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ウ 広域避難場所     横山公園・上溝中学校、淵野辺公園 

エ 避難所        星が丘小学校 

オ 風水害時臨時避難場所 星が丘公民館・各自治会館等 

（５）避難計画書       必要に応じて避難計画書を作成する。 



 

 

 

 

 

 

 

 

３ 応急対策計画（地震・風水害） 
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第１章 地区災害対策本部活動 
 

１ 地区災害対策本部の設置 

  相模原市で「震度５強」以上の地震が観測された場合、東海地震予知情報及び警戒宣言

が発せられた場合、風水害等により、地区に甚大な災害被害が想定される場合には、星が

丘公民館コミュニティ室に「星が丘地区災害対策本部(以下「本部」という。)」を設置す

る。 

本部を設置した場合には、「市中央区本部星が丘現地対策班(以下「現地対策班」とい

う。)」にその旨を連絡する。 

 ※ 星が丘地区災害対策本部…地区連合自主防災組織の本部のことをいう。 

 

２ 本部の活動 

  本部は、星が丘地区内の被害情報等の収集及び災害時要援護者の避難支援を行うととも

に、地区の状況について現地対策班に報告する。 

また、避難所運営協議会と現地対策班との連絡・調整を行う。 

 

３ 本部の廃止 

  地震、風水害等による災害発生のおそれがなくなった場合、東海地震予知情報及び警戒

宣言が解除された場合若しくは発生した災害・応急対策が概ね終了したと認められる場合

には、本部を廃止する。 

本部を廃止した場合には、現地対策班にその旨を連絡する。 

 

４ 災害時の動員・連絡体制 

  災害応急対策を迅速かつ円滑に実施するため、地区防災組織の会長等（以下「会長等」

という。）は別表「配備の基準・連絡体制」により動員を行う。ただし、状況により必要

が認められるときは、基準と異なる動員を行うことができる。 

 

５ 情報の収集・伝達 
被害状況等を正確かつ迅速に把握し、適切な防災・応急措置を行うため、情報の収集・

伝達を次により行う。 

情報の収集・伝達の方法 

情報の収集・伝達は、テレビ、ラジオ、各種電話、防災行政用同報無線(ひばり放送)、

ファックス、インターネット、伝令等による。 

情報は、簡潔明瞭が肝心であり、「いつ、どこで、なにが、(誰が)、どうして、どの

ように」の要領で情報を収集し、伝達する。 
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【情報収集・伝達活動の流れ】自主防災組織 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地震関連情報等を把握する 

 ○携帯ラジオ、携帯電話等による外部情報の収集(ＦＭさがみ８３．９ＭＨｚ) 

 ○防災行政無線(ひばり放送)等による情報の収集 

（テレホンサービス：０１８０‐９９４‐８３９） 

※一部のＩＰ電話や携帯電話からは利用できません。 

周囲の被害状況を把握する 

 ○火災、救急(負傷者、下敷きになっている人達)、障害(道路の交通障害、倒壊

家屋等)について 

 ○場所(目印)、状況(何がどのような規模で発生しているかなど) 

自主防災組織の本部(本部ができていない場合は自主防災隊長、防災部長や班長)に

連絡する(徒歩、自転車等状況により) 

応援要請や被害状況等を地区連合自主防災組織に連絡する 

 ○必要に応じて応援の要請(場所、状況等) 

 ○住民からの情報や独自に収集した情報の整理と連絡(徒歩、自転車、電話、フ

ァックス等状況により) 

星が丘地区連合自主防災組織 

 ○情報をまとめ、現地対策班へ連絡する(応援要請や災害の情報) 

○現地対策班からの対応策や情報を単位自主防災組織に伝達

する(被害状況や災害応急対策の実施状況等) 
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自主防災組織の本部や地区連合自主防災組織からの情報を住民に伝達

する 

 ○避難勧告等の緊急事項 

 ○出火防止、初期消火、救出・救護などへの協力・応援の呼びかけ 

 ○被害の状況、道路・ライフラインの状況、避難所や救護所の開設

状況、各機関の対応状況、食料・飲料水ほか生活必需品に関する

状況、デマの打ち消し、安心情報(トランジスターメガホン、掲示

板等により) 

自主防災組織の本部や地区連合自主防災組織からの指示を各班に連絡

する 

 ○消火や救出・救護等に関わる応援要請 

 ○避難所や救護所等の開設状況 

 ○食料・飲料水のほか生活必需品に関する状況 
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第２章 応急対策活動 
 

１ 初期消火活動 

発災後、初期段階においては、地区住民、自主防災組織等は自発的に初期消火活動を行

うとともに、消防機関に協力するよう努めるものとする。 

なお、火災に際しては初期消火が特に重要になるため、自主防災組織等は各家庭に対し

て、火の元の始末など出火防止のための措置を講じるように呼びかけるとともに、火災が

発生した場合、消火器、水バケツ、スタンドパイプセットや小型動力ポンプ等を活用し、

隣近所が相互に協力して初期消火に努める。 

 

 

【初期消火活動の流れ】自主防災組織 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出火防止を呼びかけながら、周囲の状況を把握する 

火災を発見したら、大声で近所の人々に協力を呼びかける 

１１９番通報する(不通の場合は徒歩等による) 

個人・隣近所で消火活動を行う 

○消火器による消火 

○三角バケツ・水バケツ等による消火 

組織的な消火活動に移行する 

 ○バケツリレー等による消火用水の搬送 

 ○可能な限り多くの消火器を調達 

 ○リーダーの指示による活動 

 ○スタンドパイプセット及びＤ級可搬ポンプによる消火活動 
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地区自治会連合自主防災組織に応援要請する 

 ○場所、状況等 

○当初は徒歩、自転車等による伝令 

 ○その後は電話、ファックス等による 

＜地区自治会連合自主防災組織＞ 

 ○情報をまとめて、現地対策班へ連絡する 

  (応援要請や火災の状況) 

 ○必要に応じ、単位自主防災組織へ応援出動を依頼し、また、事

業者等へ協力を求める(当初は徒歩、自転車等により、その後

は、電話、ファックス等による連絡) 

危険性の少ない消火活動に協力する 

 ○ホースの延長・撤収・搬送の手伝い 

 ○放水時の補助 

 ○消防職員・消防団員の指示による活動(野次馬の整理、その他) 

消防団の活動に協力する 

 ○残火処理、現場の警戒活動等 

可能であれば、被害甚大地区の消火活動に協力する 
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２ 救出・救護・搬送 

（１）救出・救護活動 

建物の倒壊、落下物等により救出・救護が必要なときは、直ちに救出・救護活動を行う。

この場合、現場付近の者は、救出・救護活動に積極的に協力する。 

（２）救出・救護活動等の原則 

ア 救出・救護活動は、救命処置を必要とする者を優先して行う。 

  イ 救出・救護の事態が火災現場付近とそれ以外の場所にあった場合は、火災現場付近

の救出・救護を優先して実施する。 

  ウ 傷病者の救急搬送は、救命・救急処置を必要とする者を優先して、救護所に搬送し、

その他の傷病者は、消防団員、自主防災組織等の協力を得て、自主的な応急手当を行

う。 

（３）医療機関への搬送 

救出・救護班は、救護所のスタッフと調整の上、避難所・救護所から医療機関への搬送

が必要なときは、次の医療機関又は災害時に設置される拠点救護所に搬送する。 

ア 地域救護病院・・・・梨本病院、相模原中央病院 

  イ 拠点救護所・・・・・相模原中央メディカルセンター 

ウ 地域の医療機関・・・(別紙)星が丘防災マップ参照 

（４）防災関係機関の出動要請 

救出・救護班は、防災関係機関による救出が必要なときは、１１９番通報し、防災関係

機関の出動を要請する。 

 

【救出・救護活動の流れ】自主防災組織 

 

 

 

 

 

声を掛けながら、周囲の状況を把握する 

負傷者、下敷きになっている人等を発見したら、大声で近所の人々に協力を呼びか

ける 

１１９番通報する(不通の場合は徒歩等による通報) 
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個人・隣近所で救出・救護活動を行う 

 ○服装等は、長袖、長ズボン、ヘルメット、軍手、タオル、懐中電灯等 

 ○手近の資機材による人力作業 

 ○軽傷者の手当(病院等に直接行かない) 

 ○応急処置(人工呼吸と心臓マッサージ、出血がひどい場合の止血、骨折部位の

固定、やけど部分の冷却など) 

 ○励ましの声かけ 

組織的な救出・救護活動に移行する 

 ○救出・救護用資機材の使用 

 ○必要な要員、十分な安全の確保 

 ○リーダーの指示による活動 

地区自治会連合自主防災組織に応援要請する 

 ○場所、状況等 

○当初は徒歩、自転車等による伝令 

 ○その後は電話、ファックス等による 

＜地区自治会連合自主防災組織＞ 

 ○情報をまとめて、現地対策班へ連絡する 

  (応援要請や状況説明) 

 ○必要に応じ、単位自主防災組織へ応援出動を依頼し、事業者等へ

協力を求める(当初は徒歩、自転車等により、その後は、電話、フ

ァックス等による連絡) 

 

可能であれば、被害甚大地区の救出・救護活動に協力する 
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二次災害の防止、警戒活動を行う 

現場で直ちに応急救護を行う 

 ○軽傷者の手当(病院等に直接行かない) 

 ○応急処置(人工呼吸と心臓マッサージ、出血がひどい場合の止血、骨折部位の

固定、やけど部分の冷却など) 

 ○励ましの声かけ 

負傷者は最寄りの救護所に搬送する 

 ○担架やリヤカー等による搬送 

 ○担架やリヤカー等がない場合は、毛布などによる応急担架、椅子等を活用し

て搬送を行う 

 ○原則として２～３人で行う 

救出・救護活動に協力する 

 ○消防職員・消防団員等の指示による活動 
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３ 避難誘導 

市長から避難勧告、避難指示等が出たとき又は会長等が避難の必要があると認めたとき

は、地区内にいる全ての人に対して、次の方法により避難誘導を行う。 

（１）避難誘導の指示 

会長等は避難誘導班に対し避難誘導の指示を行う。 

（２）避難誘導 

避難誘導班員は、会長等の避難誘導開始の指示を受けたときは、避難計画に基づき、

住民を避難場所に誘導する。 

（３）避難所の管理・運営 

災害時における避難所管理・運営については、各避難所運営の手引きのとおりとする。 

（４）避難経路及び避難場所 

ア 避難経路 別紙星が丘地区防災マップ及び地区別防災カルテ参照 

イ 避難場所 一時避難場所、広域避難場所、避難所、風水害時臨時避難場所 

（５）避難計画書 

   必要に応じて、避難計画書を作成する。 

 

【避難誘導活動の流れ】自主防災組織 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自主的な避難判断を行う 

 ○火災の拡大、建築物の倒壊、地盤の崩壊等の被害発生の危険性がある場合 

 ○ひばり放送、ラジオや周囲の状況などから判断 

避難勧告・指示等が発令されたら、周辺住民への周知徹底を図り、避難時の注意事

項を伝達する。 

○発令者・避難対象地域・避難先・避難経路・避難勧告又は指示の理由等 

○自治会が選定している一時避難場所の周知 

○ガス元栓の閉鎖、電気ブレーカーの遮断 

○携行品は、食料・薬・日用品・衣類・貴重品等、必要最小限の生活用品のみ 

○服装などは、長袖・長ズボン・防災ずきん・ヘルメット・軍手・タオル・懐中電

灯・厚底の靴等 

○外出中の家族には連絡メモを残す 

○トランジスターメガホン等を活用 
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一時避難場所に避難する 

 ○災害時要援護者のうち、援助が必要な人に対して優先的に声をかけ、必要に

応じて援助する(車椅子、リヤカー、担架等の利用) 

 ○避難誘導要員を中心に、避難路を確保し、数人～数十人単位で避難する 

 ○到着後人数を確認し、行方不明者がいれば危険のない範囲で安否の確認 

 ○避難する際、自宅に地区自治会連合で作成した黄色い布「我が家は無事で

す。」を掲げる 

避難勧告・指示等の解除や安全が確保された場合は、帰宅する 

広域避難場所への移動が必要と判断される場合は避難者を誘導する 

 ○火災の延焼拡大による火煙やふく射熱から身を守る場合は広域避難場所へ 

 ○火災や倒壊等で建物を失った場合などは避難所へ 

 ○火災や風などの気象状況、建物の倒壊の状況等を踏まえ、複数のルートから

避難経路を選択 

 ○避難者がはぐれないよう、自主防災組織旗、懐中電灯、避難誘導棒、ロープ、

警笛等の活用 

 ○高齢者、障がい者等の災害時要援護者は中央に配置 

 ○到着後人数が揃っているか確認し、不明者は手分けして捜索 

地区自治会連合自主防災組織に避難状況を連絡する 

 ○避難場所、避難者数等 

○当初は徒歩、自転車等 

○その後、電話、ファックス等 

 ○避難所では、電話、ファックス、災害時優先電話、携帯電話等 



 

- 27 - 

 

 

＜地区自治会連合自主防災組織＞ 

 情報をまとめて、現地対策班へ連絡する 

 ○避難場所、避難者数等 

避難所運営活動へ 

避難勧告・指示等の解除や安全が確保された場合は、帰宅する 

自宅が無事な場合 自宅が倒壊や火災により生活ができない場合 

自宅で生活する 避難所へ誘導する 
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４ 災害時要援護者対策 

  災害時において、乳幼児、障がい者、高齢者などの災害時要援護者に対して、地区住民、

関係機関等の協力を得て、効果的な応急対策を総合的かつ優先的に行うものとする。 

（１）災害発生時の対応 

災害発生後概ね３日間を目途に、災害時要援護者の安否確認や避難支援等の支援活動

を積極的に行うこととする。 

なお、地区内における災害時要援護者への支援活動は「災害時たすけあい事業」に基

づき、自治会長及び民生委員を中心とした支援組織(自主防災隊等)で行うこととする。 

（２）情報収集 

大規模災害が発生した場合、支援組織は安全が確保される範囲内において、支援台帳

等をもとに災害時要援護者宅の個別訪問など、主体的に安否確認を行い、地区内支援組

織間での情報を共有するとともに本部に報告する。 

（３）避難誘導 

発災後の避難誘導方法及び災害時要援護者別状況の対応については「災害時たすけあ

い事業」に基づき行うこととし、避難経路、避難場所について安全を確認の上、指定さ

れた場所等に速やかに誘導することとする。 

 

【災害時要援護者支援活動の流れ】 

 

 

 

 

 

 

支援者等は、民生・児童委員や関係団体等の協力を得て、災害時要援護者が在宅す

る家屋等を巡回し、安否の確認を行う 

救出・救護、避難誘導を行う 

 ○自主防災隊等との連携により、主体的に救出活動を実施 

 ○地域住民の協力と連携により、避難所への誘導、援助を実施 

 ○避難を実施した世帯には、地区自治会連合で作成した黄色い布「我が家は無

事です。」を掲げる 

地区自治会連合自主防災組織に応援要請及び被災状況を連絡する 

 ○応援要請の場合は場所、状況等 

 ○被災の状況 

（徒歩、自転車、電話、ファックス等状況による） 
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＜地区自治会連合自主防災組織＞ 

 ○情報をまとめて、現地対策班へ連絡する 

  (応援要請や火災の状況) 

 ○必要に応じ、単位自主防災組織へ応援出動を依頼し、事業者等へ

協力を求める(当初は徒歩、自転車等により、その後は、電話、

ファックス等による) 

可能であれば、被害甚大地区の救出・救護活動に協力する 

※ 支援者等に乳幼児がいる場合、協定に基づき災害時乳幼児支援ス

テーション(私立保育園等)で預かることができる場合がある。 

 (星が丘地区周辺の災害時乳幼児支援ステーション：千代田保育

園、千代田保育園分園、星ヶ丘二葉園、ふじ乳児保育園、ふじ乳児

分園、星が丘幼稚園、すこやか保育園) 

地区自治会連合自主防災組織に災害時要援護者の被災状況を連絡する 

 ○被災の状況やどのような支援が必要かなど 

 ○電話、ファックス、災害時優先電話、携帯電話等 

避難所における環境を整備する／在宅の災害時要援護者への支援を行う 

 ○避難所では環境条件の良い場所を確保 

 ○特別な援護が必要な災害時要援護者を把握 

 ○必要な情報を適切な方法で提供(音声、文字、手話等) 

 ○声をかけて健康状態を確認したり、必要なニーズを把握したりする 

 ○緊急物資等は優先的に提供 

 ○在宅被災者のトイレ状況の把握及び災害用トイレ等の運搬・設置・移動・撤去 
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＜地区自治会連合自主防災組織＞ 

 ○情報をまとめて、現地対策班へ連絡する 

必要に応じて福祉避難所へ搬送する 

 ○地区ボランティアなどの活用 
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５ 住民の安否確認 

  各単位自治会の自主防災組織等は、避難所運営協議会及び現地対策班から、避難者等の

安否確認の情報収集を行い、必要に応じて救出・救護班、避難誘導班等により編成された

現地確認班等が、安全が確保される範囲内において現地確認を行い、住民の安否確認の情

報収集を行う。 

  また、収集された情報については、適時、本部に報告を行い、報告を受けた本部は、随

時、現地対策班に報告する。 

 

６ 在宅避難者の把握・支援 

  各単位自治会の自主防災組織等は、避難所運営協議会及び現地対策班から、在宅避難者

の情報収集を行うとともに、随時、現地等での情報収集を行い、必要に応じて、避難所運

営協議会及び現地対策班と協力して在宅避難者への支援を行う。 

 

７ 避難所運営 

  避難所運営については、「避難所運営マニュアル」に基づき、避難所運営協議会が中心

となって、避難所運営本部を立ち上げ、避難所運営を行うこととする。 

  なお、避難所運営協議会メンバーには女性の参画を求めるものとする。 

＜避難所運営本部図＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 各班の役割については、避難所運営マニュアルを参照 

 

  構成 

             【平常時】 

・自治会から選出された委員 

・避難所担当市職員 

・施設管理者(校長等) 

・その他協議会が必要と認める者 

【災害時】 

・避難者の代表者 

・女性の委員 

避難所運営協議会 

会長(自治会から選出さ

れた委員の中から選出) 
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【避難所運営活動の流れ・概ね１週間を目安として】自主防災組織 

 

 

 

避難所への参集 

○震度５強以上の地震が発生した場合 

○星が丘小学校への避難所対象自治会自主防災隊から避難所担当を２名派遣する 

○隊長の指示により避難所運営班から２名を星が丘小学校に派遣する 

避難所担当者の参集 

○避難所対象自治会自主防災隊(１１隊×２名＝２２名) 

○市避難所担当職員(３～４名) 

○星が丘小学校長等 

避難所開設準備 

○施設被害状況と安全の確認 

○避難区画の整理 

○避難者数の把握 

○避難所トイレの確保 

○避難所開設準備状況を現地対策班に連絡 

避難所への入所 

○避難者の待機 

○避難者の誘導 

○負傷者の救護 

○災害時要援護者への対応 

○ペット連れ避難者への対応 

避難所運営準備 

○避難所運営本部の設置 

○受付の設置 
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＜避難所運営協議会＞ 

自主防災隊へ増員要請する 

○避難者が急増して現行人員で対応できない場合 

＜避難所運営本部＞ 

避難所運営本部の立ち上げ 

○市避難所担当職員、学校長等の助言・指導を受けながら運営本部を立

ち上げる 

 

増員要請を検討する 

○各班の活動状況を勘案して必要とする増員を検討する 

○すでに派遣している避難所担当２名が長時間になる場合は、交代要員について検

討する 

可能であれば増員要請に協力して、交代する人員を派遣する 

○交代要員を確保して、適宜に交代する 

＜避難所運営本部＞ 

避難所運営本部の設置 

○市避難所担当職員、学校長等 

○自治会(自主防災隊)から選出された委員 

○女性の委員 

○ボランティア団体の代表 

○避難者の代表 

上記のメンバーで運営本部を構成し、避難所の閉鎖まで運営する 

○避難者数がわかったら→備蓄物資の確認・要請・配布 

○避難所運営を開始したら→ルールの提示等 

○時間の経過に伴い→水(飲料水・生活用水)の確保 
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＜避難所運営本部＞ 

避難所の閉鎖 

避難所担当者が自主防災隊に戻る 

○避難所の運営をボランティア団体及び避難者で肩代わりできるようにして、派遣

担当者を早期に戻すよう協議会に諮る 

            居住区画・共有区画の配置 

            名簿の作成 

            救護体制の確保 

            各種情報の受発信 

○トイレが確保できたら→避難所トイレの運用 

物資調達・管理・配布 

              炊き出し 

            ルールの周知、防火、防犯 

            衛生環境の整備 

○ボランティアの支援が始まったら→ボランティアとの協力 

○時間の経過に伴い→ 

○支援物資が届き始めたら→ 

○時間の経過に伴い→ 

○避難者名簿ができたら→入退所者の管理 

○救護体制の確保ができたら→健康相談 
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【給食・給水活動の流れ】自主防災組織 

 

 

 

都市ガス及び県営水道の状況を把握する 

○星が丘地区内の数箇所の家庭で確認する 

＜地区自治会連合自主防災組織＞ 

市避難所担当職員に連絡する 

○徒歩、自転車等による伝令 

病弱者や高齢者等で給水設備まで飲料水を取りに行けない家庭の把握 

○当初は徒歩、自転車等による確認 

○民生委員に協力を求める 

自主防災隊本部に連絡する 

○当初は徒歩、自転車等による伝令 

各家庭内にあるカセットコンロや保存している飲料水及び冷蔵庫内の食料を活用

するように呼びかける 

○トランジスターメガホン、掲示板等を活用する 

飲料水の確保 

○星が丘小学校の飲料水兼用貯水槽の給水設備が稼動しているか確認する 

給水設備が稼動していない場合は、連合自主防災隊へ連絡するか確認する 

＜地区自治会連合自主防災組織＞ 

避難所開設で人員不足の場合は、単位自主防災組織の応援を求める 
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給水活動の開始 

○飲料水を取りに行けない家庭へ給水する 

○給水設備からロンテナー(水容器)へ飲料水を入れて、リヤカーで配る 

給食活動の開始 

○病弱者や高齢者等、自給自足ができない者を対象とする 

○自治会が保有する非常用食料を活用する 
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８ ボランティアの活動について 

  災害時におけるボランティア活動については、現地対策班、相模原災害ボランティアセ

ンター等と連絡調整を行い、以下の各種活動分野に対して、必要に応じて支援を要請する

こととする。 

（１）専門ボランティアの活動分野 

  ア 医療看護(医師、歯科医師、薬剤師、保健師、看護師、柔道整復師等) 

  イ 福祉(手話通話、介護士) 

  ウ 無線(アマチュア無線技士、タクシー無線) 

  エ 特殊車両操作(大型重機等操作資格者) 

  オ 通訳(外国語通訳) 

  カ 被災建築物の応急危険度判定(応急危険度判定士) 

  キ 相談業務(弁護士、会計士、カウンセラー等) 

  ク その他専門知識や技能を必要とする分野 

（２）生活支援ボランティアの活動分野 

  ア 救援物資の整理、仕分け、配分 

  イ 避難所の運営補助 

  ウ 救護所の運営補助 

  エ 清 掃 

  オ 災害時要援護者等の生活支援 

  カ 広報資料の作成 

  キ その他危険のない作業 
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９ 他組織との連携 

  防災訓練や災害時の応急活動については、他の地区防災組織や災害ボランティア団体等

と連携を図るものとする。 

他の自主防災組

織との連携強化

する 

単位自主防災組織を超えた連携として、地区連合自主防災組織があるが、

その他、以下のような連携づくりに努める。 

○隣接する自主防災組織との連携（小規模な組織での合同訓練の実施等） 

○地区連合自主防災組織間の連携・協力応援体制 

市の支援体制を

活用する 

自主防災組織は、防災の専門家や関係機関の指導、助言を必要とする面も

ある。各種訓練の実施や日常活動を効果的に進めるためには、行政機関や防

災関係機関との協力関係が必要である。 

毎年、「自主防災組織変更届出書」を本庁地域まちづくりセンターに提出

し、また、自主防災訓練、防災研修会、事業所訓練などを実施する場合は「防

災訓練等実施申請書」や「消防訓練等実施申請書」を受け持ちの消防署又は

分署に提出することによって、様々な市からの支援が受けられる体制となっ

ている。 

事業所との協力

関係を構築する 

平日の昼間への対応として、地域にある事業所と協力関係を構築しておく

ことは有効な手段である。 

○平常時の連携づくり 

・事業所の自主防災組織への参加促進 

・事業所の防災訓練への参加促進 

○災害時における協力関係の構築 

・事業所内で編成する自衛消防隊の初動期での周辺地域への応援 

・事業所で保有する重機・機器及び関係施設の活用 

○市の役割 

・事業所への意識啓発 

・協力関係構築に関する指導 

避難所運営を念

頭においた協力

体制をつくる 

避難所の運営は、避難者や自主防災組織が中心に行うことになるが、避難

所の運営を円滑に行うため、平常時から、同一避難所に避難する単位自主防

災組織相互、校長等及び避難所担当市職員とそれぞれの役割、業務内容など

について理解を深める協議の場を設けるとともに、実践的な避難所運営訓練

を行うことが必要である。 

特に、単位自主防災組織の避難所運営班は、避難所運営本部の立ち上げを

行うとともに、運営本部内に組織される各作業班に加わり、具体的な運営管

理を行う。 

協力を依頼する

人達との取り決

めを行う 

医療関係従事者、民生・児童委員、建設業関係従事者、大型建設機械の操

作技術者、その他の特殊技能者、アマチュア無線や手話通訳、救急救命士、

応急危険度判定士等の資格取得者、ボランティア活動の希望者など、災害時

に協力を依頼することが考えられる人、特に地域に在住・在勤している人達

と災害時の協力・応援に関する取り決めを結んでおくことは、いざというと

きに非常に役に立つ。 



 

 

 

 



 

星が丘地区防災計画検討協議会会則 
 
 
（名称） 
第１条 本協議会は星が丘地区防災計画検討協議会（以下「協議会」という。）と称する。 
 
（目的） 
第２条 本協議会は、星が丘地区防災計画の策定に際し、星が丘地区の防災活動の方向性等つい

て、会議で検討した結果を計画書としてまとめ、自助・共助の精神に基づく自主的な防災活動に

つなげることにより、星が丘地区における防災・減災の取組を進めることを目的とする。 
 
（構成及び任期） 
第３条 本協議会は、星が丘地区連合自主防災隊の役員及び防災専門員、消防団第４分団第４部

後援会員をもって構成する。 
２ 構成員の任期は、第１回の会議が開催された日から平成２８年３月３１日までとする。 
３ 構成員が退任した場合の後任者の任期は、前任者の残任期間とする。 
 
（会長及び副会長） 
第４条  本協議会に、会長１人及び副会長２人を置くものとし、構成員の互選により決定する。 
２ 会長及び副会長の任期は、本協議会の構成員の任期によるものとする。 
３ 会長は、本協議会を代表し、会務を総括する。 
４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときはその職務を代理する。 
 
（会議） 
第５条 本協議会の会議は、会長が招集する。 
２ 会議の議長は、会長が務めるものとする。 
３ 会議は、構成員の半数以上の出席をもって開催することとする。 
４ 会長は、必要があると認めるときは、会議に諮り、構成員以外の者を会議に出席させ、意見

を求めることができる。 
 
（事務局） 
第６条 相模原市危機管理局及び中央区役所本庁地域まちづくりセンターに置く。 
 
（委任） 
第７条 この会則に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 
 

附 則 
この会則は、平成２７年２月１９日から施行する。 



 
 

構 成 員 

 

№ 団体等 委員数 

１ 地区自治会連合会 ５人 

２ 防災専門員（防災マイスター） ２人 

３ 消防団第４分団第４部後援会 ２人 

 計 ９人 

 

検 討 経 過 

 

会議名称 開催年月 備 考 

まちづくり会議 平成２６年１２月 検討協議会構成員の選任等 

第１回計画検討協議会 平成２７年 ２月 検討内容等 

第２回計画検討協議会 平成２７年 ３月 検討内容等 

第３回計画検討協議会 平成２７年 ４月 検討内容等 

第４回計画検討協議会 平成２７年 ５月 検討内容等 

第５回計画検討協議会 平成２７年 ６月 検討内容等 

第６回計画検討協議会 平成２７年 ６月 検討内容等 

第７回計画検討協議会 平成２７年 ９月 検討内容等 

第８回計画検討協議会 平成２７年１０月 検討内容等 

まちづくり会議 平成２７年１２月 星が丘地区防災計画の策定 

 

 


